
＜＜定例記者会見次第＞＞ 
 

   令和７年５月 30日（金） 

午前 10時 00分～ 

議会全員協議会室 

●発表事項 

１． 令和７年小田原市議会６月定例会議案     （資料１） 

 

２． 令和７年度６月補正予算（案）        （資料２） 

 

３． その他 

 

（事務担当） 広報広聴室広報係 TEL33-1261 
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令和７年小田原市議会６月定例会提出議案件数 

【令和 ７ 年 ５ 月３０日現在】（令和 ７ 年 ６ 月 ６ 日提出） 

区    分 件 数 内             容 

報     告   ４件 

経営状況の報告 ４件 

・小田原市土地開発公社経営状況の報告 

・公益財団法人小田原市体育協会経営状況の報告 

・一般財団法人小田原市事業協会経営状況の報告 

・株式会社小田原水道サービスセンター経営状況の報告 

 条 例 議 案 １件 

一部改正  １件 

・常勤の特別職職員の給与に関する条例及び職員の給与に関

する条例 

常
任
委
員
会
付
託 

補 正 予 算 ４件 

・令和７年度一般会計 

・令和７年度水道事業会計 

・令和７年度病院事業会計 

・令和７年度下水道事業会計 

条 例 議 案 ７件 

制定  １件 

・幼保連携型認定こども園条例 

  ※附則事項 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者

負担等に関する条例（一部改正） 

一部改正  ５件 

・職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

・職員の育児休業等に関する条例 

・市立学校条例 

  ※附則事項 

   学校給食共同調理場設置条例（一部改正） 

   学校給食費等に関する条例（一部改正） 

・布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管

理者の資格基準を定める条例 

  ※附則事項 

   布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技

術管理者の資格基準を定める条例の一部を改正する条

例（一部改正） 

・病院事業の設置等に関する条例 

  ※附則事項 

   職員の定年等に関する条例（一部改正） 

   看護師等奨学金貸付条例（一部改正） 

市立病院新病院建設基金条例（一部改正） 
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廃止  １件 

・土砂等による土地の埋立て等に関する条例 

事 件 議 案 ５件 

・工事請負契約の変更について（小田原競輪場第３・第８ス

タンド、第４・第９スタンド解体撤去工事） 

・財産の取得について（自動ラップ式トイレ一式） 

・財産の取得について（高規格救急自動車） 

・財産の取得について（高度救命処置用資機材等） 

・財産の取得について（消防団活動衣ほか） 

合  計 ２１件  

 

【令和 ７ 年 ５ 月３０日現在】 

区    分 件 数 内             容 

追
加
予
定 

人 事 案 １件 
意見案  １件 

・人権擁護委員の推薦 

合 計 １件  
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令和７年小田原市議会６月定例会提出議案一覧表 

【議案発送 令和 ７ 年 ５ 月３０日】（令和 ７ 年 ６ 月 ６ 日提出） 
 

報告第２４号 小田原市土地開発公社経営状況の報告について 

報告第２５号 公益財団法人小田原市体育協会経営状況の報告について 

報告第２６号 一般財団法人小田原市事業協会経営状況の報告について 

報告第２７号 株式会社小田原水道サービスセンター経営状況の報告について 

議案第５０号 令和７年度小田原市一般会計補正予算 

議案第５１号 令和７年度小田原市水道事業会計補正予算 

議案第５２号 令和７年度小田原市病院事業会計補正予算 

議案第５３号 令和７年度小田原市下水道事業会計補正予算 

議案第５４号 小田原市立幼保連携型認定こども園条例 

議案第５５号 小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第５６号 小田原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第５７号 小田原市常勤の特別職職員の給与に関する条例及び小田原市職員の給与

に関する条例の一部を改正する条例 

議案第５８号 小田原市立学校条例の一部を改正する条例 

議案第５９号 小田原市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者

の資格基準を定める条例の一部を改正する条例 

議案第６０号 小田原市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第６１号 小田原市土砂等による土地の埋立て等に関する条例を廃止する条例 

議案第６２号 工事請負契約の変更について（小田原競輪場第３・第８スタンド、第

４・第９スタンド解体撤去工事） 

議案第６３号 財産の取得について（自動ラップ式トイレ一式） 

議案第６４号 財産の取得について（高規格救急自動車） 

議案第６５号 財産の取得について（高度救命処置用資機材等） 

議案第６６号 財産の取得について（消防団活動衣ほか） 

 

追 加 予 定 

意見案第 １ 号 人権擁護委員の推薦（１件） 

［参考：任期が満了する方（１人）］ 

         成本
なるもと

 喜代子
き よ こ

氏 
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提出議案 概要（報告） 

【令和 ７ 年 ５ 月３０日現在】（令和 ７ 年 ６ 月 ６ 日提出） 

 

報告第２４号 小田原市土地開発公社経営状況の報告について 

（地方自治法第２４３条の３第２項） 

       令和６年度決算及び令和７年度事業計画を報告する。 

 

報告第２５号 公益財団法人小田原市体育協会経営状況の報告について 

（地方自治法第２４３条の３第２項） 

       令和６年度決算及び令和７年度事業計画を報告する。 

 

報告第２６号 一般財団法人小田原市事業協会経営状況の報告について 

（地方自治法第２４３条の３第２項） 

       令和６年度決算及び令和７年度事業計画を報告する。 

 

報告第２７号 株式会社小田原水道サービスセンター経営状況の報告について 

（地方自治法第２４３条の３第２項） 

       令和６年度決算及び令和７年度事業計画を報告する。 
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提出議案 概要（補正予算） 

【令和 ７ 年 ５ 月３０日現在】（令和 ７ 年 ６ 月 ６ 日提出） 

 

【以下の４件については、財政課の資料を参照してください】 

 

議案第５０号 令和７年度小田原市一般会計補正予算 

議案第５１号 令和７年度小田原市水道事業会計補正予算 

議案第５２号 令和７年度小田原市病院事業会計補正予算 

議案第５３号 令和７年度小田原市下水道事業会計補正予算 
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提出議案 概要（条例議案） 

【令和 ７ 年 ５ 月３０日現在】（令和 ７ 年 ６ 月 ６ 日提出） 

 

議案第５４号 

小田原市立幼保連携型認定こども園条例 

 ［制定理由］ 

  小田原市立幼保連携型認定こども園の設置及び管理に関し必要な事項を定めるため制

定する。 

［内  容］ 

 １ 名称及び位置（第３条関係） 

  (1) 名称 小田原市立たちばなこども園 

  (2) 位置 小田原市小船１７４番地の１ 

 ２ 入園の資格（第４条関係） 

小田原市立幼保連携型認定こども園（以下「こども園」という。）に入園すること 

ができる者は、小学校就学の始期に達するまでの子ども（以下「小学校就学前子ど 

も」という。）のうち満３歳以上の者及び満３歳未満の保育を必要とする者であって、

次のいずれかに該当するものとすることとする。 

(1) 子どものための教育・保育給付を受ける資格及び次に掲げる小学校就学前子ども

の区分についての認定を受けた保護者の当該認定に係る子ども 

 ア 満３歳以上の小学校就学前子ども（イに該当する者を除き、こども園に入園す

る年度の初日の前日において満３歳以上である者に限る。） 

 イ 満３歳以上の小学校就学前子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の事

由により家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの 

 ウ 満３歳未満の小学校就学前子どもであって、イの事由により家庭において必要

な保育を受けることが困難であるもの 

(2) その他市長が特に入園の必要があると認める者 

３ 入園の制限（第５条関係） 

    市長は、次に掲げる場合には、こども園への入園を拒むことができることとする。 

(1) 疾病その他の事情により、他の者に悪影響を及ぼすおそれがあるとき。 

(2) その他市長が入園を不適当と認めたとき。 

  ４ 小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例

の一部改正（附則第３項関係） 

    こども園の設置に伴い、こども園の利用者から保育料を徴収するための所要の規定

の整備を行うこととする。（第６条及び第７条関係） 

［適  用］ 

令和 ８ 年 ４ 月 １ 日 

 

議案第５５号 
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小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

   国家公務員における子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充に準

じて、妊娠、出産等についての申出をした本市職員に対する仕事と育児との両立に資す

る就業の条件等に係る意向確認等の制度を設けるため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等（第１６条の３関 

係） 

   (1) 任命権者は、自身又はその配偶者が妊娠し、又は出産したこと等の事実を申し出

た職員（以下「申出職員」という。）に対する育児休業の承認の請求に係る意向を

確認するための面談その他の措置を講ずるに当たっては、次に掲げる措置を講じな

ければならないこととする。 

ア 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（以下「出生時両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

イ 出生時両立支援制度等の請求等に係る申出職員の意向を確認するための措置 

ウ 自身又はその配偶者が妊娠し、又は出産したこと等の事実の申出に係る子の心

身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以

後に発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障

となる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための措置 

(2) 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下「対象職員」という。）に

対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなければならないこととす

る。 

ア 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（以下「育児期両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

イ 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置 

ウ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の

状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との

両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するため

の措置 

   (3) 任命権者は、(1)ウ又は(2)ウにより意向を確認した事項の取扱いに当たっては、

当該意向に配慮しなければならないこととする。 

２ その他 

    規定を整備することとする。 

［適  用］ 

  令和 ７ 年１０月 １ 日 

 

議案第５６号 

小田原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

［改正理由］ 

   地方公務員の育児休業等に関する法律が一部改正され、育児を行う職員の職業生活と
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家庭生活との両立を一層容易にするための部分休業制度の拡充が行われることに伴い、

本市職員の部分休業に係る取扱いについてこれに応じた措置を講ずるため改正する。 

［内  容］ 

 １ 部分休業の承認内容の変更（第２６条関係） 

   従来の１日につき２時間を超えない範囲内で請求する部分休業の承認内容を次のよ

うに変更することとする。 

改  正  後 改  正  前 

３０分を単位として承認する。 正規の勤務時間の始め又は終わりにおい

て、３０分を単位として承認する。 

    ２ 新たな形態の部分休業の設定（第２６条の２関係） 

新たに１年につき条例で定める時間を超えない範囲内で請求する部分休業（以下 

「第２号部分休業」という。）を定めることとし、その承認は、１時間を単位として 

行うものとすることとする。ただし、次に掲げる場合にあっては、それぞれ(1)又 

は(2)に定める時間数を承認することができることとする。 

(1) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって、

当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間数 

(2) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残時間

数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

３ 部分休業の請求期間等に係る規定の整備（第２６条の３及び第２６条の４関係） 

    部分休業は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの期間ごとに請求することとす

るほか、第２号部分休業を請求することができる上限時間として条例で定める時間を

次のように定めることとする。 

区  分 時  間 

非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

非常勤職員 

第２号部分休業を請求した非常勤職員の

勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を

乗じて得た時間 

  ４ 部分休業の申出の内容を変更することができる条例で定める特別の事情（第２６条

の５関係） 

    部分休業の申出の内容を変更することができる条例で定める特別の事情は、当該申

出時に予測することができなかった事実が生じたことにより、当該申出の内容を変更

しなければ当該申出をした職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい

支障が生ずると任命権者が認める事情とすることとする。 

  ５ 部分休業の承認の取消事由の変更（第２８条関係） 

    部分休業の承認の取消事由を次のように変更することとする。 

改  正  後 改  正  前 

４の特別の事情により、職員が部分休業

の申出の内容を変更したとき。 

(1) 部分休業に係る子以外の子に係る部

分休業を承認しようとするとき。 

(2) 部分休業の内容と異なる内容の部分

休業を承認しようとするとき。 

６ その他 

    規定を整備することとする。 
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［適  用］ 

令和 ７ 年１０月 １ 日 

 

議案第５７号 

小田原市常勤の特別職職員の給与に関する条例及び小田原市職員の給与に関する条例の一部

を改正する条例 

 ［改正理由］ 

   本市職員の地域手当の支給割合の引上げに伴い、病院事業管理者の地域手当及びパー

トタイム会計年度任用職員の基本報酬に係る規定について所要の措置を講ずるため改正

する。 

 ［内  容］ 

  １ 小田原市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部改正（改正条例第１条関係） 

    病院事業管理者が医師である場合における地域手当の支給割合の特例に係る規定に

ついて、本市職員の地域手当の支給割合の引上げに伴う所要の規定の整備を行うこと

とする。（第６条関係） 

  ２ 小田原市職員の給与に関する条例の一部改正（改正条例第２条関係） 

パートタイム会計年度任用職員の基本報酬に含まれる地域手当相当額の算出割合を

１００分の１２に引き上げることとし、これに応じた所要の規定の整備を行うことと

する。（第２９条関係） 

  ３ 経過措置（改正条例附則第５項関係） 

    ２にかかわらず、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間におけるパー 

トタイム会計年度任用職員の基本報酬に含まれる地域手当相当額の算出割合は、 

１００分の１１とすることとする。 

［適  用］ 

令和 ７ 年 ４ 月 １ 日 

 

議案第５８号 

小田原市立学校条例の一部を改正する条例 

［改正理由］ 

   市立の幼保連携型認定こども園としてたちばなこども園を設置することに伴い、前羽

幼稚園及び下中幼稚園を廃止するため改正する。 

［内  容］ 

 １ 前羽幼稚園及び下中幼稚園の廃止（別表第３関係） 

前羽幼稚園及び下中幼稚園を廃止することとする。 

  ２ 小田原市立学校条例の一部改正に伴う関係条例の整備（改正条例附則第２項及び第

３項関係） 

    次の条例について、１に伴う所要の規定の整備を行うこととする。 

   （1）小田原市学校給食共同調理場設置条例（第２条関係） 

   （2）小田原市学校給食費等に関する条例（題名、旧第７条及び旧第８条関係） 

［適  用］ 
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令和 ８ 年 ４ 月 １ 日 

 

議案第５９号 

小田原市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準を定める

条例の一部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

   水道法施行令等が一部改正され、布設工事監督者及び水道技術管理者の資格の要件に

関する基準の緩和等が図られたことに伴い、本市が経営する水道事業におけるこれらの

要件について所要の措置を講ずるため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 布設工事監督者の資格要件の緩和等（第３条関係） 

布設工事監督者の資格要件のうち、学歴等に応じて必要とする技術上の実務に従事

した経験年数等を次のように変更することとする。 

区  分 改  正  後 改  正  前 

大学卒業 土木工学科

等の課程 

水道、工業用水道、下水

道、道路又は河川（以下

「水道等」という。）に関

する経験年数３年以上（う

ち水道に関する経験年数は

１年６月以上） 

水道に関する経験年数３年

以上（衛生工学又は水道工

学を修めた者にあっては、

２年以上） 

機械工学科、 

電気工学科

等の課程 

水道等に関する経験年数４

年以上（うち水道に関する

経験年数は２年以上） 

― 

短期大学卒

業、高等専

門学校卒業

又は専門職

大学前期課

程修了 

土木科等の

課程 

水道等に関する経験年数５

年以上（うち水道に関する

経験年数は２年６月以上） 

水道に関する経験年数５年

以上 

機械科、電

気科等の課

程 

水道等に関する経験年数６

年以上（うち水道に関する

経験年数は３年以上） 

― 

高等学校卒

業又は中等

教育学校卒

業 

土木科等の

課程 

水道等に関する経験年数７

年以上（うち水道に関する

経験年数は３年６月以上） 

水道に関する経験年数７年

以上 

機械科、電

気科等の課

程 

水道等に関する経験年数８

年以上（うち水道に関する

経験年数は４年以上） 

― 

外国の学校で、上記の各

課程に相当する課程を上

記の各学校で修得する程

度と同等以上に修得 

上記の各経験年数以上の水

道等に関する経験年数（う

ち水道に関する経験年数は

２分の１以上） 

上記の各経験年数以上の水

道に関する経験年数 

土木工学科等を修了して

大学を卒業し、衛生工学

又は水道工学を大学院研

究科で１年以上専攻又は

大学の専攻科で修了 

水道等に関する経験年数２

年以上（うち水道に関する

経験年数は１年以上） 

水道に関する経験年数１年

以上 

機械工学科、電気工学科

等を修了して大学を卒業 

水道等に関する経験年数３

年以上（うち水道に関する 

水道に関する経験年数２年

以上 
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し、衛生工学又は水道工

学を大学院研究科で１年

以上専攻又は大学の専攻

科で修了 

経験年数は１年６月以上）  

工事に関する技術上の実

務経験のみ 

水道等の工事に関する経験

年数１０年以上（うち水道

の工事に関する経験年数は

５年以上） 

水道の工事に関する経験年

数１０年以上 

技術士法による技術士試

験の第２次試験のうち上

下水道部門に合格 

水道等に関する経験年数１

年以上（うち水道に関する

経験年数は６月以上） 

水道に関する経験年数１年

以上 

１級土木施工管理技士 水道等に関する経験年数３

年以上（うち水道に関する

経験年数は１年６月以上） 

― 

２ 水道技術管理者の資格要件の緩和等（第４条関係） 

水道技術管理者の資格要件から布設工事監督者たる資格を有する者を削除するとと

もに、学歴等に応じて必要とする水道に関する技術上の実務に従事した経験年数の要

件を次のように追加することとする。 

区  分 経験年数 

大学卒業 

土木工学科等

の課程 

３年以上 

短期大学卒業、高等専門学校卒業又は専

門職大学前期課程修了 
５年以上 

高等学校卒業又は中等教育学校卒業 ７年以上 

技術士法による技術士試験の第２次試験のうち上下水道

部門に合格 
１年以上 

１級土木施工管理技士 ３年以上 

３ 小田原市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準

を定める条例の一部を改正する条例の一部改正（改正条例附則第３項関係） 

  小田原市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準

を定める条例の条項に移動が生ずることに伴い、当該移動が生ずる条項を引用する規

定を整備するほか、１及び２に伴う所要の規定の整備を行うこととする。（附則第２

項関係） 

４ その他 

規定を整備することとする。 

［適  用］ 

公布の日 

 

議案第６０号 

小田原市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

［改正理由］ 

  小田原市新病院建設基本計画による新病院の開院に伴い、小田原市立病院の名称を変

更する等のため改正する。 

［内  容］ 

 １ 病院の名称の変更（第２条関係） 
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病院の名称を次のように変更することとする。 

改  正  後 改  正  前 

小田原市立総合医療センター 小田原市立病院 

    ２ 診療科目の整備（第４条関係） 

(1) 診療科目の変更 

     市立病院の診療科目を次のように変更することとする。 

改  正  後 改  正  前 

耳鼻咽喉科 

頭頸
けい

部外科 
耳鼻咽喉科・頭頸

けい

部外科 

(2) 診療科目の追加 

市立総合医療センターの診療科目に緩和ケア外科及び歯科口腔外科を加えること

とする。 

 ３ 病床数の変更（第４条関係） 

    市立総合医療センターの病床数は、一般病床４０６床（現行は、一般病床４１７ 

床）とすることとする。 

４ 小田原市立病院運営審議会の名称の変更（別表関係） 

    小田原市立病院運営審議会の名称を小田原市病院事業運営審議会に変更することと

する。 

 ５ 小田原市病院事業の設置等に関する条例の一部改正に伴う関係条例の整備（改正条

例附則第２項～第４項関係） 

   次の条例について、１に伴う所要の規定の整備を行うこととする。 

(1) 小田原市職員の定年等に関する条例（附則第４項関係） 

(2) 小田原市看護師等奨学金貸付条例（第１条、第２条、第９条及び第１０条関係） 

(3) 小田原市立病院新病院建設基金条例（題名及び第１条関係） 

６ その他 

   規定を整備することとする。 

［適  用］ 

 １ 診療科目の変更 

   公布の日 

 ２ 上記以外 

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定める日 

 

議案第６１号 

小田原市土砂等による土地の埋立て等に関する条例を廃止する条例 

［廃止理由］ 

   本市の全域が宅地造成等工事規制区域に指定され、小田原市土砂等による土地の埋立

て等に関する条例により規制される土砂等による土地の埋立て等が神奈川県による規制

の対象とされたことに伴い、同条例による当該規制を廃止するため廃止する。 

［廃止年月日］ 

公布の日 

くう 
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提出議案 概要（事件議案） 

【令和 ７ 年 ５ 月３０日現在】（令和 ７ 年 ６ 月 ６ 日提出） 

 

議案第６２号 工事請負契約の変更について（小田原競輪場第３・第８スタンド、第４・第

９スタンド解体撤去工事） 

    令和６年６月２１日に議決を経て締結した工事請負契約（小田原競輪場第３・第８

スタンド、第４・第９スタンド解体撤去工事）の内容の一部を次のように変更したい

ので、議会の議決を求める。 

    契約金額を「２４７，７０７，２４０円」から「３０８，８２１，７００円」に変

更する。 

 

議案第６３号 財産の取得について 

令和７年５月９日に指名競争入札に付した自動ラップ式トイレ一式の取得について、

次のとおり物件供給契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例（昭和３９年小田原市条例第５号）第３条の規定により、議会

の議決を求める。 

１ 契 約 金 額  ５０，９７６，２００円 

２ 契約の相手方  神奈川県小田原市久野１６０９番地の１１ 

              株式会社ヒラボウ小田原営業所 

              営業所長 片 倉 拓 海 

３ 納 入 期 限  令和７年１０月３１日 

 

議案第６４号 財産の取得について 

令和７年５月１６日に指名競争入札に付した高規格救急自動車（２台）の取得につ

いて、次のとおり物件供給契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（昭和３９年小田原市条例第５号）第３条の規定により、

議会の議決を求める。 

１ 契 約 金 額  ５９，０４８，０００円 

２ 契約の相手方  神奈川県横浜市磯子区坂下町１番１号 

              日産神奈川販売株式会社法人営業部 

              部長 大 山  隆 

３ 納 入 期 限  令和８年１月３０日及び同年２月２７日 

          （１台ずつ２回に分けて納入） 

 

議案第６５号 財産の取得について 

令和７年５月１４日に指名競争入札に付した高度救命処置用資機材等（２式）の取

得について、次のとおり物件供給契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年小田原市条例第５号）第３条の規定
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により、議会の議決を求める。 

１ 契 約 金 額  ４２，９００，０００円 

２ 契約の相手方  神奈川県横浜市中区かもめ町６番地 

              日本船舶薬品株式会社横浜支店 

              支店長 鳥 居 大 輔 

３ 納 入 期 限  令和８年１月３０日及び同年２月２７日 

          （１式ずつ２回に分けて納入） 

 

議案第６６号 財産の取得について 

令和７年５月２０日に指名競争入札に付した消防団活動衣ほかの取得について、次

のとおり物件供給契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例（昭和３９年小田原市条例第５号）第３条の規定により、議会の

議決を求める。 

１ 契 約 金 額  １８，１４０，４９６円 

２ 契約の相手方  神奈川県小田原市栄町一丁目１６番７号 

              有限会社大友屋せきた 

              代表取締役 関 田 寛 一 

３ 納 入 期 限  前期納入期限 令和７年１０月３日 

          後期納入期限 令和７年１２月１９日 

 

 

 



 

令 和 ７ 年 ６ 月 定 例 会 日 程 （ 案 ） 

第  １日目 ６月 ６日 金 
補正予算並びにその他議案一括上程・提案説明 

一般質問通告締切 午後５時 
 

第 ２日目 ６月 ７日 (土) （休 会）  

第 ３日目 ６月 ８日 (日) （休 会）  

第 ４日目 ６月 ９日 月 
（休 会） 

議案関連質疑通告締切 正午 
 

第 ５日目 ６月１０日 火 （休 会）  

第  ６日目 ６月１１日 水  質疑、各常任委員会付託、陳情等付託  

第  ７日目 ６月１２日 木  総務常任委員会  

第  ８日目 ６月１３日 金 厚生文教常任委員会  

第 ９日目 ６月１４日 (土) （休 会）  

第１０日目 ６月１５日 (日) （休 会）  

第１１日目 ６月１６日 月 建設経済常任委員会  

第１２日目 ６月１７日 火 （休 会）  

第１３日目 ６月１８日 水 （休 会）  

第１４日目 ６月１９日 木 （休 会）（委員長報告書検討日）  

第１５日目 ６月２０日 金 

各常任委員長審査報告、採決 

陳情等審査結果報告、採決 

一般質問 

 

第１６日目 ６月２１日 (土) （休 会）  

第１７日目 ６月２２日 (日) （休 会）  

第１８日目 ６月２３日 月  一般質問  

第１９日目 ６月２４日 火 一般質問  

第２０日目 ６月２５日 水 一般質問  

第２１日目 ６月２６日 木 一般質問  

＊告示 ５月 30日（金） ＊議会運営委員会 令和７年６月２日（月）午前 10時 
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  令和７年度６月補正予算（案）について 

 

1 一般会計 

(１)  補 正 額            １，８３１，１１８千円 

(２) 補正後の予算額    ８０，６３１，１１８千円 

 ［主な内容］ 

○ウクライナ避難民支援事業費の計上（寄附金充当）（補正予算書２２頁） 

○人事管理事業費の増額（補正予算書２２頁） 

○歴史的建造物耐震等整備事業費の減額（継続費の変更）（補正予算書２２頁） 

○ふるさと文化基金・防災対策基金・褒賞基金・社会福祉基金・ふるさとみどり基金 

・奨学基金の積立て（補正予算書２２・２４・２８頁） 

○災害対策用資機材整備事業費の増額（寄附金充当）（補正予算書２２頁） 

○コミュニティ助成事業補助金の計上（補正予算書２２頁） 

○物価高騰対応支援給付金給付事業費の計上（補正予算書２２頁） 

○民間保育所建設費補助事業費の計上（継続費の追加）（補正予算書２４頁） 

○就学前教育・保育施設再編整備事業費の増額（債務負担行為の追加） 

（補正予算書２４頁） 

○予防接種事業費の増額（補正予算書２４頁） 

○いこいの森管理運営事業費の増額（補正予算書２４頁） 

◎市営漁港等管理整備事業費の増額（補正予算書２４頁） 

◎低利用魚ブランド化・消費拡大事業費の計上（補正予算書２６頁） 

○小田原箱根商工会議所移転支援金の計上（補正予算書２６頁） 

◎健やかな食のまち小田原推進事業費の増額（補正予算書２６頁） 

◎アニメコンテンツタイアップ事業費の計上（補正予算書２６頁） 

○湘南西エリア連携推進事業費の計上（補正予算書２６頁） 

○河川・水路維持事業費の増額（寄附金充当含む）（補正予算書２６頁） 

◎復興事前準備推進事業費の計上（補正予算書２６頁） 

○市街地再開発事業費の増額（補正予算書２６頁） 

○街区公園等整備維持管理事業費の増額（補正予算書２８頁） 

○上府中公園管理運営事業費の増額（補正予算書２８頁） 

○フラワーガーデン管理運営事業費の増額（補正予算書２８頁） 

○こどもの森公園わんぱくらんど・ 村植物公園管理運営事業費の増額 

（補正予算書２８頁） 

◎ＩＣＴ活用教育推進事業費の増額（補正予算書２８頁） 

◎小学校施設維持・管理事業費の増額（補正予算書２８頁） 

○学校図書購入費の計上（寄附金充当）（補正予算書２８頁） 

◎放課後児童クラブ移設事業費の計上（補正予算書２８頁） 

◎は「主な事業」と

して別紙資料に再掲 

定例記者会見資料２ 
令和７年５月 30日（金） 

財政課 
電 話 0 4 6 5 - 3 3 - 1 3 1 1  
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○給食受入室エレベーター更新事業費の計上（継続費の追加）（補正予算書３０頁） 

○地区公民館建設費補助金の計上（補正予算書３０頁） 

◎小田原スポーツ会館改修費補助事業費の計上（継続費の追加）（補正予算書３０頁） 

 

◆繰越明許費の追加 

 中学校給食調理施設・設備整備事業（補正予算書６頁） 

 

2 水道事業会計 

(１) 補 正 額            １，０００千円 

(２) 補正後の予算額  ８，８７９，９３０千円 

 ［主な内容］ 

○建設改良費の増額（寄附金充当）（補正予算書４４頁） 

 

3 病院事業会計 

(１) 補 正 額            １，１００千円 

(２) 補正後の予算額  ３７，２０４，３１４千円 

 ［主な内容］ 

○企業債の減額（補正予算書５４頁） 

◎補助金の増額（補正予算書５４頁） 

○市立病院新病院建設基金寄附金の増額（補正予算書５４頁） 

○市立病院新病院建設基金の積立て（寄附金充当）（補正予算書５４頁） 

◆重要な資産の取得の追加 

 遠隔ＩＣＵシステム（新病院増床分）（補正予算書１２頁） 

人工心肺装置（補正予算書１２頁） 

◆重要な資産の取得の削除 

 コンピュータⅩ線断層撮影装置（補正予算書１２頁） 

 

4 下水道事業会計 

(１) 補 正 額            １，０００千円 

(２) 補正後の予算額  １２，０２４，９２４千円 

 ［主な内容］ 

○建設改良費の増額（寄附金充当）（補正予算書６４頁） 

 

5 全会計合計 

(１) 補 正 額            １，８３４，２１８千円 

(２) 補正後の予算額   ２１９，０１４，２８６千円 
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６月補正予算（案）計上の主な事業 

まちづくりの目標「未来を拓く人が育ち、地域の絆が結ばれる小田原」  

（事業費：３７，９７０千円） 

事 

業 

内 

容 

児童数の増加に伴い、令和８年度（2026年度）に普通教室の不足が見込まれ

る三の丸小学校において、令和７年度中に放課後児童クラブ室の一部を移設す

るとともに、当該クラブ室の普通教室への改装等を行う。 

 

◎ＩＣＴ活用教育推進事業費の増額 ＜1,650千円＞ 

◎小学校施設維持・管理事業費の増額 ＜28,156千円＞ 

◎放課後児童クラブ移設事業費の計上 ＜8,164千円＞ 

【事業の詳細は５頁を参照】 

 

                 （補正予算書２８頁） 

 

まちづくりの目標「地域経済が好循環し、多彩な資源が花開く小田原」 

（事業費：２２２，６５８千円） 

事 

業 

内 

容 

江之浦漁港の防災機能の強化を推進するため、臨港道路の改良に向けた護岸

の嵩上げ等の設計を行うほか、刺網漁業の新規就業者確保のため、低利用魚の

ブランディング・価値向上を図る取組等を実施する。 

また、小田原ならではの食や食文化の魅力を市民に再認識してもらう取組や

飲食ビジネスのスタートアップの支援等を行うほか、小田原が舞台のひとつと

なっているＴＶアニメ『ＭＦゴースト』とのタイアップ事業を引き続き実施す

ることにより、地域経済の活性化を図る。 

さらに、一般財団法人小田原市事業協会が実施する小田原スポーツ会館の屋

根・壁面等の改修工事に対して、費用の一部を補助し、公共スポーツ施設の環

境改善を図る。 

  

 ◎市営漁港等管理整備事業費の増額 

 【事業の詳細は６頁を参照】 

  

◎低利用魚ブランド化・消費拡大事業費の計上 ＜1,500千円＞ 

 【事業の詳細は７頁を参照】 

  

◎健やかな食のまち小田原推進事業費の増額 ＜19,000千円＞ 

 【事業の詳細は８頁を参照】 

 

◎アニメコンテンツタイアップ事業費の計上 ＜7,990千円＞ 

 【事業の詳細は９頁を参照】 
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◎小田原スポーツ会館改修費補助事業費の計上（継続費の追加） 

 【事業の詳細は 10頁を参照】             ＜172,168千円＞ 

 

  （補正予算書２４・２６・３０頁） 

 

まちづくりの目標「安心して暮らすことができる小田原」  

事 

業 

内 

容 

「事前復興まちづくり計画」の策定に向けた取組を進めるため、応急復旧後

の面的な市街地復興における復興体制や復興手順を検討する。 

 

◎復興事前準備推進事業費の計上 

【事業の詳細は 11頁を参照】 

 

                 （補正予算書２６頁） 

 

まちづくりの目標「いのちを大切にする小田原」  

（事業費：９４６，３０６千円） 

事 

業 

内 
容 

令和７年度（2025年度）に市立病院に整備予定の医療機器について、国・県

補助金を活用する。 

 

◎補助金の増額 ＜949,306千円＞ 

【事業の詳細は 12頁を参照】 

 

                 （補正予算書５４頁） 
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三の丸小学校放課後児童クラブ移設及び普通教室増設事業 
（ＩＣＴ活用教育推進事業、小学校施設維持・管理事業、放課後児童クラブ移設事業）  
 

１ 事業概要 

三の丸小学校については、児童数の増加に伴い令和８年度（2026 年度）に普通教室が

２教室不足することが見込まれるが、校内の他室等の転用による普通教室の確保が困難

なため、令和７年度中に放課後児童クラブ室の一部を移設し、クラブ室を普通教室（２教

室）に改装するとともに、学習用端末を使用するための校内無線アクセスポイント等を

増設する。 

 

２ 放課後児童クラブの移設先 

（１）所 在 等 小田原市本町３丁目６番 20号（鉄筋コンクリート造３階建） 

（２）占有面積 約 411㎡（１階一部、２階及び３階） 

 

３ 予算額 

 37,970千円  

内訳 放課後児童クラブ移設費（建物等賃借料、備品購入費等）  

普通教室増設委託料 

校内無線アクセスポイント増設等委託料 

 

４ 財 源 

  子ども子育て支援交付金（国・県各１/３） ※放課後児童クラブ移設費のみ 

 

５ スケジュール 

令和７年11月 移設先での建物等賃貸借開始 

      移設先での運営準備・利用者等見学会開催 

       12月  移設先での運営開始 

  普通教室増設着工 

令和８年３月 普通教室増設完了 

        校内無線アクセスポイント増設等着工・完了 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

教育部教育総務課地域教育推進係 

電話 ３３－１７３５ 
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市営漁港等管理整備事業 

 

１ 目 的 

令和４年度（2022 年度）に策定した「江之浦漁港機能強化基本計画」に基づき、防災

機能を優先した漁港機能の強化を進めるため、漁具や漁獲物の運搬だけでなく、一般車

両や緊急車両の円滑な通行に寄与する臨港道路の改良に向けた護岸（４）の設計を行う。 

 

２ 事業概要 

  天端高が不足し、台風等の高波浪時に漁具の流出等の被害が生じている護岸（４）の

嵩上げ及び臨港道路の拡幅により不足する漁具干場の面積確保のための護岸の前出しに

係る設計業務を行う。 

 

３ 財 源 

  水産業施設整備事業費等補助金（県１/２） 

 

４ スケジュール 

令和６年度  臨港道路基本設計（令和６年度繰越業務） 

令和７年度  護岸（４）設計（汀線測量、地質調査含む） 

令和８年度～ 護岸（４）整備工事、臨港道路実施設計等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

整備イメージ 

問い合わせ先 

経済部水産海浜課海岸漁港係 

電話 ２２－９２２７ 
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低利用魚ブランド化・消費拡大事業 

 

１ 目 的 

後継者不足が懸念される刺網漁業において、新規就業者確保のため、収益性の向上が

必要であることから、刺網漁にて漁獲される低利用魚等のブランディング・価値向上を

図る取組を展開する。 

また、様々な水産物を満遍なく食するような、魚食行動の変化を市内外で喚起すると

ともに、水産業に興味を持つ契機とする。 

 

２ 事業概要 

（１）目標とする魚価から逆算したブランディングや売り方を設定するなど、価値向上

の取組を行い、「小田原の地魚愛用店」等でのフェアや新たな魚食体験を実施する。 

（２）小田原の魚の素晴らしさを伝える人材を養成するため、一般消費者が参加する「小

田原さかなセミナー（仮称）」を実施し、「小田原の魚アンバサダー」として認定す

る。 

 

３ 予算額 

   1,500千円 

 

４ 財 源 

  地方創生に向けて"がんばる地域"応援事業助成金（10/10） 

 

５ スケジュール 

令和７年９月～令和８年１月 セミナー実施（１回／月） 

令和７年 11月～12月 フェア・魚食体験実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問い合わせ先 

経済部水産海浜課水産振興係 

電話 ２２－９２２７ 
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健やかな食のまち小田原推進事業 

 

１ 目 的 

  市民や食にまつわる事業者の参画と協働により、「市民の食生活の充実」と「食による

まちの活性化」に取り組み、地産地消や食育の推進のほか、一次産業をはじめとした食

にまつわる地域内事業者の育成や観光客の増加などに繋げて、地域経済の振興を図る。 

 

２ 事業概要 

 令和６年度（2024 年度）に設立した市内の学識経験者や経済関係団体等を構成員とし

た「健やかな食のまち小田原推進協議会」を中心に、当該協議会で策定した推進プログラ

ムに基づき、様々な事業を実施する。 

（１）市民の食生活に関する取組 

   子ども食堂等への食材提供のほか、「ローカルフードマルシェ」をはじめとした食の

イベントや体験イベントを開催し、市民に小田原ならではの食や食文化の魅力を再認

識してもらう取組を実施する。 

（２）経済循環に関する取組 

生産者と飲食店等との交流機会を創出し、ネットワークの構築に繋げるとともに、地

場産食材の高付加価値化を図るほか、小田原での飲食ビジネスのスタートアップを支援

するインキュベーションに係る取組を実施する。 

（３）周知活動に関する取組 

   市内外に小田原ならではの食や食文化をリーフレットやＳＮＳ等を活用して発信す

る。 

 

３ 予算額 

   19,000千円  

 

４ 財 源  

新しい地方経済・生活環境創生交付金（国１/２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問い合わせ先 

経済部観光課観光振興係 

電話 ３３－１５２４ 
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アニメコンテンツタイアップ事業 

 

１ 目 的 

  小田原が舞台のひとつとなっている『ＭＦゴースト』とのタイアップ事業は、令和５

年度（2023 年度）のＴＶアニメ第１期放送にあわせて始まり、令和６年度（2024 年度）

の第２期放送ではデジタルスタンプラリー等を実施した。 

令和７年度（2025 年度）も第３期放送が予定されていることから、引き続きタイアッ

プ事業を実施して、本市への誘客及びまち歩き観光に繋げるとともに、市内事業者と連

携して地域経済の活性化を図る。 

 

２ 事業概要 

（１）デジタルスタンプラリー 

   主人公などのキャラクターや車と記念撮影ができるＡＲ機能を活用し、観光スポッ

トや商業店舗等を巡るデジタルスタンプラリーを実施する。 

（２）アニメコンテンツ商品開発支援 

   市内事業者による『ＭＦゴースト』とのコラボ商品の開発（著作権料の一部）を支

援する。 

 

３ 予算額 

   7,990千円 

 

４ 財 源  

新しい地方経済・生活環境創生交付金（国１/２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

経済部観光課観光振興係 

電話 ３３－１５２４ 
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小田原スポーツ会館改修費補助事業 

 

１ 事業概要 

小田原スポーツ会館は、スポーツ振興を目的に、一般財団法人小田原市事業協会によ

り、昭和 54年（1979年）に建設された。建設から 46年が経過し、老朽化が進む施設の

屋根、壁面などの改修工事を行うにあたり、国の補助金を財源に修繕費用の一部を補助

する。 

 

２ 予算額 

  172,168千円 （令和７～８年度継続事業 継続費設定額 197,000千円） 

   内訳 令和７年度 実施設計、屋根改修工事・外壁改修工事、工事監理 

令和８年度 屋根等改修工事・外壁改修工事、工事監理 

 

３ 財 源 

  都市構造再編集中支援事業費補助金（国１／２） 

 

４ スケジュール 

  令和７年７月  補助金申請受付、決定通知 

      ８月～12月 事業協会による実施設計 

  令和８年１月  事業協会による工事入札、契約、着工 

  令和９年３月  工事完了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問い合わせ先 

文化部スポーツ課スポーツ振興係 

電話 ３８－１１６５ 
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復興事前準備推進事業 

１ 目 的 

被災後の迅速な復旧・復興を図ることを目的とした、「事前復興まちづくり計画」の策

定に向けた取組を進めるため、国の「復興まちづくりのための事前準備ガイドライン」に

基づき、応急復旧後の面的な市街地復興における復興体制や復興手順を検討する。 

 

２ 事業概要 

（１）地域防災計画と整合を図りながら、面的な市街地復興時の庁内体制や関係機関と

の役割分担、災害復興本部に係る指揮命令系統などの復興体制について検討。 

（２）応急復旧後の市街地復興段階において、どのような対応を、どのような手順で進め

るのか、復興手順について検討。 

 

３ 財 源 

社会資本整備総合交付金 都市防災総合推進事業（防災・安全交付金）（国１/３） 

 

４ スケジュール 
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 令和６年度     令和７年度   令和８年度以降 

ステージ１ ステージ２ ステージ３ 

住民との意見交換 

有識者等からの意見聴取・庁内関係各課や関係機関との調整 

問い合わせ先 

都市部都市計画課都市計画係 

電話 ３３－１５７２ 
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市立病院の医療機器整備事業費に係る補助金の活用 

 

１ 新しい地方経済・生活環境創生交付金（国１／２） 

（１）概 要 

デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上の実現に向けた地方公共団体の取組

に対し交付される。(旧デジタル田園都市国家構想交付金) 

（２）交付額 

   99,306千円（総事業費 198,612千円） 

（３）補助対象内容 

① 通院支援システム（患者アプリ） 

・診察状況の通知により、待ち時間の有効活用や混雑緩和を図る。 

・アプリへのクレジットカード登録により、決済処理のデジタル化やオンライン 

診療の導入を図る。 

② 搬送ロボット 

・薬剤や検体を搬送するロボットを導入し、院内での業務の効率化を図る。 

 

２ 神奈川県地域医療介護総合確保基金事業費補助金（県１／２） 

（１）概 要 

   県西地域の地域医療構想の実現に資するよう、地域における連携・協力体制の構築に

向けた取組として、主に、新病院において、救急医療の強化・拡充を図るとともに、地

域がん診療連携拠点病院として県西地域内におけるがん放射線治療の集約化を行うこ

とを目的に整備する医療機器の購入に対し交付される。 

（２）交付額 

   850,000千円（総事業費 2,024,000千円） ※補助上限 850,000千円 

（３）補助対象内容 

 導入機器名称 導入目的 

１ 血管造影撮影装置（ハイブリッド手術室） 

救急医療の強化・拡充 
２ 血管造影撮影装置（ハイブリッドＥＲ） 

３ 血管造影撮影装置 

４ Ｘ線一般撮影装置 

５ 放射線治療装置（高精度機能化） 

がん医療の集約化 ６ 核医学検査装置 

７ 陽電子放射線断層撮影装置 

 

 

 

 

問い合わせ先 

病院管理局経営管理課経営管理係 

電話 ３４－３１７５ 


